住所変更通知書(各種書式テンプレート集)
※本テンプレートは弁護士監修ですが、業種・移転規模・取引先属性に応じた修正が必要です。許認可業種(建設業・宅建業・古物商等)では別途行政機関への届出も必要です。重要案件は必ず弁護士・司法書士・行政書士等の専門家にご相談ください。
【住所変更通知書の性質と本店移転登記への対応】 住所変更通知書は、自社が取引先・関係者に対して住所変更の事実を通知する一方的書面です。契約書ではないため「甲乙」の対立構造はとらず、通知者が宛先に向けて作成します。法人の本社移転の場合、別途本店移転登記が2週間以内に必要(会社法第915条第1項・違反時100万円以下の過料)である点に注意してください。本テンプレートは取引先への通知用であり、登記手続きそのものではありません。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、複数の書式パターンを含む住所変更通知書のひな形集です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 使用するパターンを選択(下記「書式パターン早見表」参照)
1. 自社情報・新旧住所・移転日に応じて編集(青字部分・[ ]内を置換)
1. 代表者の記名押印(法人の場合は社印)
1. 取引先へ送付(書面/メール/電子契約サービス等)
1. (法人の場合)本店移転登記の申請(2週間以内)

書式パターン早見表
	パターン
	該当ケース
	主な送付方法

	メイン
	法人の本社移転(標準)
	書面・メール

	①
	主要取引先向け(フォーマル)
	書面(封書)

	②
	支店開設・営業所移転
	書面・メール

	③
	個人事業主の住所変更
	書面・メール

	④
	メール送信用(簡易版)
	メール

	⑤
	ハガキ形式(一般取引先向け)
	ハガキ




【メインテンプレ】本社移転のご案内(法人向け・標準版)

                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[取引先名] 御中
            住所:[新住所]
            氏名:[自社の正式名称]
            代表者:代表取締役 [氏名]   印
本 社 移 転 の ご 案 内
拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。
さて、このたび当社は、[事業拡大/業務効率化/その他]に伴い、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもちまして、下記のとおり本社を移転することとなりましたので、お知らせ申し上げます。
移転後も、社員一同、より一層の業務に専心し、皆様のご期待にお応えできますよう努めてまいる所存です。今後とも何卒変わらぬご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。
まずは略儀ながら書中にてご挨拶申し上げます。
                          敬具


                記
【新本社所在地】
	項目
	内容

	住所
	〒[郵便番号] [都道府県・市区町村・町名・番地・ビル名・階数]

	電話
	[電話番号]

	FAX
	[FAX番号]

	メールアドレス
	[メールアドレス]

	業務時間
	平日9:00〜18:00

	最寄り駅
	[最寄り駅]徒歩[○]分


【旧本社所在地】
	項目
	内容

	住所
	〒[郵便番号] [旧住所]

	(令和[YYYY]年[MM]月[DD]日まで業務)
	


【移転日(業務開始日)】
令和[YYYY]年[MM]月[DD]日([曜日])
【業務取扱いに関するご案内】
· お振込先口座については[変更ございません/別途ご連絡いたします]
· 請求書等のご送付先は[従来どおり/新住所に変更]
· 既存の契約書・覚書等の効力には影響ございません
· 電話・メールアドレスは[変更ございません/上記新連絡先に変更]
·                                               以 上


【書式パターン①】本社移転のご案内(主要取引先向け・フォーマル)
(重要取引先・長期取引先向けに、より丁寧な文面)

                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[取引先名] 御中 代表取締役 [氏名] 様
         住所:[新住所]
         氏名:[自社の正式名称]
         代表者:代表取締役 [氏名]   印
本 社 移 転 の ご 案 内
拝啓 [時候の挨拶]の候、貴社におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より格別のお引立てを賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、このたび当社は、[業務拡大に伴うオフィス拡張/経営基盤強化/その他]を目的として、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもちまして、下記のとおり本社を移転することとなりました。
これもひとえに、貴社をはじめ皆様方の温かいご支援の賜物と、心より感謝申し上げます。
移転を機に、社員一同、より一層の決意を新たに業務に専心し、皆様のご期待にお応えできますよう努めてまいる所存です。
なお、本件に関しましては、別途、当社担当者よりご挨拶に伺わせていただきます。
今後とも、何卒変わらぬご厚情を賜りますよう、お願い申し上げます。
まずは略儀ながら書中をもちまして、ご挨拶申し上げます。
                          敬具


                記
[新住所・旧住所・移転日・連絡先等をメインテンプレと同様に記載]
                                                以 上


【書式パターン②】支店開設・営業所移転のご案内

                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[取引先名] 御中
         住所:[本社住所]
         氏名:[自社の正式名称]
         代表者:代表取締役 [氏名]
[○○支店/○○営業所] [開設/移転] のご案内
拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。
さて、このたび当社は、[○○地域でのサービス拡充/業務効率化]を目的として、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付をもちまして、下記のとおり[○○支店/○○営業所]を[開設/移転]することとなりましたので、お知らせ申し上げます。
                記
【新拠点の所在地】
	項目
	内容

	拠点名
	[○○支店/○○営業所]

	住所
	〒[郵便番号] [新住所]

	電話
	[電話番号]

	FAX
	[FAX番号]

	メールアドレス
	[メールアドレス]

	業務開始日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	業務内容
	[当該拠点での業務内容]


【旧拠点の取扱い】(移転の場合)
	項目
	内容

	旧拠点
	[旧拠点名]

	旧住所
	[旧住所]

	業務終了日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


(本社の所在地に変更はございません)
                                                以 上


【書式パターン③】個人事業主の住所変更通知

                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[取引先名] 御中
         [新住所]
         [屋号/事業者名]
         [代表者氏名]   印
事 業 所 移 転 の ご 案 内
拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より格別のお引立てを賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、このたび、私氏名は、事業所を下記のとおり移転することとなりましたので、ご案内申し上げます。
移転後も、変わらぬご愛顧を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。
まずは略儀ながら書中にてご挨拶申し上げます。
                          敬具


                記
【新事業所所在地】
	項目
	内容

	住所
	〒[郵便番号] [新住所]

	電話
	[電話番号]

	メールアドレス
	[メールアドレス]

	業務開始日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


【旧事業所所在地】
	項目
	内容

	住所
	〒[郵便番号] [旧住所]

	業務終了日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


【業務に関する取扱い】
· 屋号・事業内容に変更はございません
· 振込先口座につきましては[変更ございません/別途ご連絡]
· 引き続き同様の業務を提供させていただきます
·                                               以 上

【パターン③の留意点】 - 個人事業主の場合、税務署への「異動届出書」(住所変更時)の提出も必要 - 屋号・事業内容に変更がある場合は、別途その旨を明示 - 適格請求書発行事業者(インボイス制度)の登録情報も住所変更時の更新が必要


【書式パターン④】メール送信用(簡易版)
(社内・関係取引先への一斉メール送信用)

件名:【ご案内】本社移転のお知らせ([自社名])

[取引先名]
[ご担当者様]

平素より大変お世話になっております。
[自社名]でございます。

このたび、当社は下記のとおり本社を移転することとなりましたので、
お知らせ申し上げます。

────────────────────────────────────
■ 移転日:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日([曜日])

■ 新本社所在地
   〒[郵便番号]
   [新住所]
   TEL:[電話番号]
   FAX:[FAX番号]
   メール:[メールアドレス]

■ 旧本社所在地
   〒[郵便番号]
   [旧住所]
   (令和[YYYY]年[MM]月[DD]日まで)

■ 業務取扱い
   ・お振込先口座:変更ございません
   ・請求書送付先:[従来どおり/新住所に変更]
   ・電話・メールアドレス:[変更なし/上記新連絡先に変更]
   ・既存契約書類の効力:影響なし

────────────────────────────────────

移転後も、皆様のご期待にお応えできますよう、社員一同努めてまいります。
今後とも変わらぬご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

ご不明な点がございましたら、下記までお問い合わせください。

【お問い合わせ先】
[担当部署・担当者]
TEL:[電話番号]
メール:[メールアドレス]

──
[自社の正式名称]
[代表者役職・氏名]
[新住所]
TEL:[電話番号]


【書式パターン⑤】ハガキ形式(一般取引先向け)
(コンパクトな書式で大量送付時に活用)

                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


                  事務所移転のお知らせ


[時候の挨拶]
平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

このたび当社は、下記のとおり[本社/事務所]を移転することと
なりましたので、ご案内申し上げます。

移転後も、変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。


■ 移転日:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

■ 新所在地
   〒[郵便番号] [新住所]
   TEL:[電話番号]
   FAX:[FAX番号]

■ 業務開始:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日 9時〜


                    [自社の正式名称]
                    代表取締役 [氏名]

                    旧住所:[旧住所]


本店移転登記の手続き(法人の場合)
法人の本社移転の場合、取引先への通知とは別に、本店移転登記が必要です。
本店移転登記の概要
	項目
	内容

	法的根拠
	会社法第911条第3項第3号・第915条第1項

	期限
	本店移転日から2週間以内

	違反時の制裁
	100万円以下の過料(会社法第976条第1号)

	申請先
	法務局(同一管轄/管轄外で異なる)

	登録免許税
	同一管轄内3万円・管轄外6万円


必要書類
	書類
	内容

	本店移転登記申請書
	法務局所定の書式

	取締役会議事録
	取締役会設置会社で本店移転を決議

	株主総会議事録
	定款変更を伴う場合

	印鑑届書
	管轄外移転時(新本店所在地の法務局へ)

	委任状
	司法書士に依頼時

	登録免許税
	同一管轄3万円/管轄外6万円


司法書士への依頼
本店移転登記は手続きが複雑なため、司法書士への依頼が一般的です。
	依頼内容
	標準的な費用

	同一管轄内
	司法書士報酬3〜5万円+登録免許税3万円

	管轄外
	司法書士報酬5〜8万円+登録免許税6万円



移転に伴う届出先一覧(法人の場合)
本店移転に伴い、各種機関への届出が必要です。
	届出先
	届出書類
	期限

	法務局(本店移転登記)
	本店移転登記申請書
	移転日から2週間以内

	税務署
	異動届出書
	移転後速やかに

	都道府県税事務所
	法人事業税の異動届出書
	移転後速やかに

	市区町村役場
	市町村民税の異動届出書
	移転後速やかに

	年金事務所
	健康保険・厚生年金保険適用事業所所在地変更届
	移転日から5日以内

	労働基準監督署
	労働保険所在地等変更届
	移転日から10日以内

	ハローワーク
	雇用保険事業主事業所各種変更届
	移転日から10日以内

	金融機関
	法人取引内容変更届
	速やかに

	取引先
	住所変更通知書(本テンプレ)
	移転1ヶ月前推奨



印紙税について
住所変更通知書は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、印紙税は非課税です。
· 通知書は、自社から取引先への一方的な意思表示書面であり、契約書・領収書等の課税文書には該当しません。
· 紙で作成する場合も、電子化する場合も、印紙税は不要です。

電子化の対応
住所変更通知書は、電子契約サービス・電子メール・自社WEBサイトでの告知等、多様な電子化が可能です。
電子化のメリット
· 複数取引先への一括送付(効率化)
· 印刷・郵送コストの削減
· 改ざん検知(タイムスタンプ・電子署名)
· 到達確認(電子契約サービスの開封確認等)
· 電子帳簿保存法に自動対応
· 取引先のアカウント登録不要(数クリックで確認)
· 本店移転後の関連契約書(覚書等)との一元管理

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士監修ですが、業種・移転規模・取引先属性に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士・司法書士・行政書士にご相談ください。
必ず確認すべき事項
· 新住所・旧住所(郵便番号・都道府県・市区町村・町名・番地・ビル名・階数)が正確であること
· 移転日(業務開始日)が明示されていること
· 新連絡先(電話・FAX・メール)が漏れなく記載されていること
· 業務継続の確認+今後の取引継続の挨拶が含まれていること
· 本店移転登記(法人の場合)は別途必要(2週間以内)
· 各種機関への届出(税務署・年金事務所等)も別途必要
書式選択の確認
· 業種・規模に応じて適切なパターン(メイン/①〜⑤)を選択
· 主要取引先には個別対応・フォーマル版(パターン①)を活用
· 多数の取引先には簡易版(パターン④メール・パターン⑤ハガキ)を活用
送付タイミング
· 主要取引先:移転の1-2ヶ月前
· 一般取引先:移転の2-4週間前
· 早めの通知により、取引先側の対応(請求書送付先変更等)に余裕が生まれる
振込先・契約書類の取扱い
· 振込先口座変更の有無を必ず明示
· 請求書送付先変更の有無を明示
· 既存契約書・覚書の効力に影響しない旨を明示
業種別の追加検討事項
	業種
	追加検討事項

	建設業
	建設業許可の所在地変更届(都道府県知事/国土交通大臣)

	宅建業
	宅地建物取引業免許の事務所変更届

	古物商
	古物商許可の変更届(警察署)

	飲食業
	営業許可の変更届(保健所)

	金融業
	金融商品取引業登録の変更届

	医療・福祉
	各種許認可の変更届


編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、自社の状況に応じて編集してください。
· 不要なパターン(支店開設等)は削除可能。
· 業種別の追加届出が必要な場合は、関連法規に従って手続きしてください。
トラブル時の相談先
· 司法書士(本店移転登記)
· 行政書士(各種許認可の変更届)
· 税理士(税務関係の届出)
· 社会保険労務士(社会保険・労働保険の届出)
· 弁護士(契約上の通知義務違反トラブル)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は法務省・国税庁等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。業種別の許認可変更届・社会保険等の届出については、必ず各専門家(司法書士・行政書士・税理士・社会保険労務士等)にご相談ください。
